
 政策Ⅱ―１ 安全対策の推進  
 

   

 様々な災害や事件・事故等に即座に対応できるよう危機管理体制の強化を図るとと
もに、防災・防犯等に関する意識の啓発、地域を守る自主的な取組みや交通安全対
策等の推進、安全な県土づくりを進めます。 

 

○ 多様化・大規模化する災害・事故、予測できない突発的な重大事案に対応するため、
危機管理の充実等、的確に対処できる体制を強化する必要があります。 

○ 県内の犯罪認知件数は減少傾向にあるものの、犯罪の内容は悪質・巧妙化していま
す。 

○ 交通事故件数は減少傾向にありますが、依然として交通事故で尊い生命が失われて
おり、また死者数に占める高齢者の割合も高いものとなっています。 

○ 消費者トラブルは複雑、多様化し、消費者被害は依然として後を絶ちません。 
○ まだ整備されていない災害危険箇所が多く残っています。 
○ BSE 問題、食品の産地や品質、賞味期限などの偽装表示及び残留農薬等の基準値超
過案件の発生など、食の安全・安心を脅かす問題が生じています。 

 

○ 風水害や地震など自然災害に強い県土づくりを計画的に進めるとともに、災害発生
時の被害を最小限に抑える体制を充実します。 

○ 県民との協働による地域防犯活動や交通安全対策などに取り組むとともに、不測の
緊急事態に対応できる危機管理体制を強化します。 

○ トラブルや被害に遭わないよう適切な判断ができる自立した消費者の育成と消費者
被害の防止に努めます。 

○ 生産から消費に至る一貫した食の安全の確保を図ります。 

 

 
 9  23  

①犯罪率 8.2 件／千人 7.2 件／千人 

②交通事故年間死者数 42 人    40 人以下 

③日頃から地震など災害への備
えに取り組んでいる人の割合 

19.7％ 35％ 

④自主防災組織率 37.5％ 

 

50％ 

 

① 人口千人当たりの刑法犯認知件数です。 

② 交通事故発生から 24 時間以内に死亡した年間の死者数です。 
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③ 「県政世論調査」で「日頃から地震などの災害への備えに取り組んでいる」と答えた人の割合

です。 

④ 自主防災組織が組織されている地域の世帯数の総世帯数に占める割合です。 

 

 

① 危機管理体制の充実・強化            ・・・  P-152- 
② 消防防災対策の推進               ・・・ P-154- 
③ 原子力安全・防災対策の充実           ・・・  P-156- 
④ 治安対策の推進                 ・・・ P-158- 
⑤ 交通安全対策の推進               ・・・  P-160- 
⑥ 消費者対策の推進                ・・・ P-162- 
⑦ 災害に強い県土づくり              ・・・ P-164- 
⑧ 食の安全の確保                 ・・・ P-166- 

 

○ 普段から、災害が起きた場合の避難場所や行動の仕方などについて家族や自治会で
話し合っておきましょう。 

○ 一人ひとりが交通ルール・マナーを遵守し、地域ぐるみで交通弱者である子どもや
高齢者等を交通事故から守りましょう。 

○ 犯罪のない安全で安心なまちづくりを実現するため、一人ひとりが「自分たちの地
域は自分で守る」という意識を持ち、地域ぐるみで防犯活動に取り組みましょう。 

○ 消費者被害に巻き込まれないよう、お互いに声を掛け合いましょう。 
 

〔取組み事例〕 
【地域におけるボランティア団体の活動】 
島根県内では、300 を超える防犯ボランティア団体が結成され、安全で安心なま
ちづくりに向けた取組みが進められています。特に、出雲市においては、40 の団体
により「出雲地区防犯ボランティア連合会」が設立され、青パト（青色回転灯を装
着した車両）による登下校時のパトロール、沿岸地区での週末深夜パトロール、青
パトの導入研修会や青色防犯灯普及に向けた活動などを行っています。 
また、「出雲市総合ボランティアセンター運営委員会」では、災害時におけるボ
ランティアマニュアルを出雲市社会福祉協議会などとともに作成し、被災者支援活
動の普及に向けた活動を行っています。 
 
【食の安全を確保する取組み】 
島根県養鶏協会は、鶏卵の生産・流通過程をインターネットでチェックできる鶏
卵トレーサビリティを導入しています。店頭表示している二次元バーコードを使
い、携帯電話では生産者の名前や住所などを調べることができ、また、インターネ
ット上では鶏種や鶏舎構造、飼料、衛生管理などの詳しい生産者情報を確認するこ
とができます。 
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 政策Ⅱ―２ 健康づくりと福祉の充実  
 

   

○ 全ての県民が生涯にわたって健康で、必要とする医療や保健・福祉サービスを適切
に受けることができ、地域で安心して暮らせる社会を目指します。 

 

 

○ 子どもの食生活・生活習慣の乱れや、壮年期における運動不足、過労、ストレス等
による生活習慣病が問題になっています。 

○ 高齢化の進展に伴い、介護保険制度や医療保険制度の安定した運営や、認知症等の
ように様々な分野からの支援が必要な高齢者を支える仕組みづくりが課題となって
います。 

○ 人口減少・少子高齢社会の進展により、地域社会のマンパワーが今後一層不足し、
従来、地域社会が発揮していた日常生活を支える相互補完機能が低下しつつありま
す。 

 

○ 県民誰もが生涯にわたって健康づくりに取り組み、地域に関わりを持ち続けること
ができる仕組み・環境づくりを進めます。 

○ 高齢者が元気で生活できるよう介護予防の取組みを進めるとともに、支援が必要に
なったときには、適切な介護・福祉サービスが受けられるような仕組み・環境づく
りを進めます。 

○ 障害や障害者に対する正しい理解を進めるとともに、障害者の自立に向けて、地域
生活への移行や就労のために必要な支援を行います。 

○ 県民が必要なときに、必要な福祉サービスや支援を受けることができる体制づくり
や地域でお互いに支え合う地域福祉を推進します。 

 

 

 
 9  23  

①平均寿命 
男性 78.5 歳 
女性 86.6 歳 

男性 79.2 歳 
女性 86.9 歳 

②介護を要しない高齢者の割合 86.2％ 

 

85％ 

① ０歳児が平均して何年生きられるかをあらわしたものを平均寿命といいます。健康づくりやが

ん予防対策など様々な取組みを行うことで、直近（平成 17 年）の本県の平均寿命（男子 78．5

歳、全国 29 位・女性 86．6 歳、全国 2位）を男性 79．2歳（全国 10 位）、女性 86．9 歳（全国

1位）に延ばすことを目指します。 

② 高齢化の進展に伴い増加することが見込まれる介護が必要な高齢者（要介護１～５）の割合を
現状程度に維持することを目指します。 
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① 健康づくりの推進              ・・・ P-168- 
② 地域福祉の推進          ・・・ P-170- 
③ 高齢者福祉の推進                 ・・・ P-172- 
④ 障害者の自立支援                 ・・・ P-174- 
⑤ 生活衛生の充実                  ・・・ P-176- 
⑥ 生活援護の確保                  ・・・ P-178- 

 

 

○ 生涯にわたって健康でいきいきと生活するため、日頃から栄養、運動、休養など、
バランスのとれた生活を積極的に心がけましょう。 

○ 年１回は健康診断を受けて健康状態を確認し、生活習慣を改善していきましょう。 
○ 高齢者の方々が、日々、元気で健やかに過ごされることは、地域社会を支える力に
なります。元気な高齢者の方々が、地域社会の担い手として、活躍していただける
ことを期待しています。 

○ それぞれのお住まいの地域で、日頃から、あいさつを交わし、声を掛け合い、必要
なときは助け合うようなつながりを築き、地域で暮らしていく上での問題やその解
決を話し合っていくなど、住民の皆さんが自ら住みよい地域づくりに取り組むこと
が大切です。 

 

〔取組み事例〕 
【障害者の自立支援】 
NPO 法人「プロジェクトゆうあい」は、主に松江市において、ユニバーサルデザ
イン啓発のためのビデオ作成、視覚障害者のための音声案内システム「てくてくラ
ジオ」や「触覚ディスプレイ」の普及活動のほか、まちのバリアフリー情報の提供
などを行っています。 
 
【命を尊ぶ高齢者福祉】 
NPO 法人「なごみの里」は、知夫村において、多くのボランティアの協力を得な
がら、寝たきりの高齢者の介護や買い物の代行等、様々な高齢者の支援や、精神障
害者向けのミニデイサービスなどの福祉活動のほか、命の尊さを伝える啓発活動な
どを展開しています。 
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 政策Ⅲ―２ 多彩な県民活動の推進  
 

   

○ ボランティアや NPO 活動など、多様な主体による幅広い分野の自主的・主体的な活
動を促進するとともに、県民一人ひとりが、学習活動や、スポーツ・芸術文化活動
に親しみながら、生き生きと心豊かに暮らせる地域づくりを目指します。 

 

 

○ 県内の NPO 法人数は年々増加し、行政だけでは解決できない課題への対応やきめ細
かなサービスの提供など、幅広い分野で活躍の場が広がっています。地域づくりの
新たな担い手として期待が高まってきており、NPO 法人をはじめとする市民活動団
体を積極的に育成するとともに、活動を支援していくことが必要です。 

○ 学習意欲や各種活動への参加意欲の高まりと同時に、人づくりや地域づくりの視点
からも、より多くの県民がライフスタイルに応じて、自主的、積極的に取り組むこ
とができる環境整備が必要です。また、これらの活動の成果を社会に還元するとと
もに、社会の要請に応じた学習・実践活動を促進することが重要です。 

○ 長い歴史の中で培われてきた地域固有の文化資源を活用して、新しい文化の創造・
育成につなげていくことも大切です。 

 

○ ボランティアや NPO 活動などが、様々な分野で活発に展開されるための環境づくり
を進めます。 

○ 個人のニーズや社会の要請に応じて、自主的に生涯学習に取り組み、その成果が社
会生活に生かされる環境づくりを進めます。 

○ 体力や興味等に応じたスポーツ活動ができる環境づくりの推進と、競技力の向上に
努めます。 

○ 芸術文化活動を楽しみ、個性あふれる地域文化を創造することができる環境づくり
を進めます。 

 

 

  23  

①ボランティア活動に参加して
いる人の割合 

29.1％ 35％ 

②生涯学習に取り組んでいる人
の割合 

34.2％ 50％ 

③スポーツに取り組んでいる人
の割合 

36.3％ 40％ 

④県民文化祭の参加者数 45,554 人 

 

50,000 人 

 
①～④ 県民が、主体的に社会貢献活動等に参加するとともに,それぞれの多様なライフスタイルに

応じて、生きがいと潤いのある生活を送っている状況をみる指標です。（施策参照） 
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① 生涯を通じた学習と社会貢献活動の推進       ・・・ P-216- 

 
② スポーツの振興                  ・・・ P-218- 

 
③ 芸術・文化の振興                 ・・・ P-220- 

 
 

 
○ 自らの経験や知識を生かした、地域活動や社会活動への積極的な参加をお願いしま
す。 

○ 自分に適した様々な学習活動やスポーツ・レクリエーション活動、芸術・文化活動
などに積極的に取り組みましょう。 

 

〔取組み事例〕 
【地域住民によるスポーツ振興】 
「しんじ湖スポーツクラブ」は、自分たちの地域のスポーツ環境は自分たちで整
えようと松江市宍道町で結成された NPO 法人です。「子どもから高齢者まで誰もが
気軽にスポーツを楽しめる場」、「健康づくりや生きがいづくり・仲間づくりの場」
を提供することを目的に、スポーツ教室や健康教室、イベントや講習会の開催、チ
ーム育成支援事業などの活動を行っています。 

 
【県民参加のオリジナルミュージカル】 
ミュージカル「あいと地球と競売人」は、地球環境保護を訴える漫画「地球の
秘密」を描いた後、急逝された斐川町の小学 6 年生、坪田愛華さんの遺志をモチ
ーフに、平成６年から上演が続けられている県民手づくりミュージカルです。初
演以来、県内外で 30 回を超える公演を行い、全国に感動を与え続けています。 

 
【地域発の国際演劇祭】 
松江市を拠点に活動する NPO 法人「あしぶえ」と地域住民が中心となって、世
界の優れたアマチュア劇団を招く「八雲国際演劇祭」が、定期的に開催されてい
ます。文化の違いと言葉の壁を越えて、多文化理解を進めながら、一人ひとりの
自律を目指すこと、演劇の楽しさと深さを味わいながら、感動し、新たな交流を
育むことが目的です。「演劇による人づくり・まちづくり」に共感する多くのボ
ランティアスタッフにより企画運営されています。 
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 政策Ⅲ―４ 自然環境、文化・歴史の保全と活用  
 

   

○ 豊かな自然や文化・歴史に親しみ、理解を深めながら、次の世代へ継承するととも
に、魅力ある地域づくりのために持続可能な活用を進めます。 

○ 先人が築き上げた豊かな景観を保全するとともに、地域の特性に調和した新しい景
観を創造します。 

○ 県民誰もが、地球市民としての認識をもち、環境の保全に努め、環境への影響が少
ない社会の実現を目指します。 

 
 

○ 平成 17 年に宍道湖・中海がラムサール条約湿地に登録されたことを契機に、自然か
ら恩恵を受けつつ、自然環境を保全していく意識が高まっています。 

○ 平成 19 年の「古代出雲歴史博物館」開館や石見銀山の世界遺産登録により、島根の
歴史と文化に対する関心が高まっています。 

○ 美しい景観は、潤いや心の豊かさをもたらします。地域の発展と調和を図りながら
保全し、創造していくことが必要です。 

○ 豊かな自然環境を守り、将来へ引き継いでいくため、環境への負荷の少ない循環型
社会に向けての県民一人ひとりの取組みが必要です。 

 
 

○ 県民参加による森づくりなど自然環境保全の取組みを推進します。    
○ 自然公園や自然学習施設を活用した自然とのふれあいを推進します。    
○ 自然と文化・歴史が県民共有の財産であるという意識を高め、地域資源として活用
を図りながら良好に保存します。    

○ 地域の優れた景観を守り、魅力ある景観づくりを推進します。 
○ 県民、事業者、行政が一体となって、地域における環境保全や地球温暖化対策、廃
棄物の抑制などの取組みを推進します。 

 
 

 

  23  

①自然公園等の年間利用者数 865 万人 865 万人 

②景観づくりに関する住民協定数 212 件 220 件 

③島根県において、文化財の保存･
継承と活用がなされ、地域の歴
史･文化が豊かと思う人の割合 

57.2％ 60％ 

④地球温暖化対策協議会の会員数 5,642 人 

 

11,100 人 

①～④ 自然環境、文化・歴史の保全と活用に取り組んでいる状況をみる指標です。（施策参照） 
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① 多様な自然の保全                 ・・・ P-228- 
② 自然とのふれあいの推進              ・・・ P-230- 
③ 景観の保全と創造                 ・・・ P-232- 
④ 文化財の保存・継承と活用             ・・・ P-234- 
⑤ 環境保全の推進                  ・・・ P-236- 

 

○ 自然学習施設や自然公園などを利用したり、身近な自然とふれあうことで、潤いや
やすらぎを感じる生活を楽しみましょう。 

○ 花と緑にあふれるまち並みを増やし、美しい景観づくりに努めましょう。郷土の歴
史・文化遺産への関心を深め、貴重な地域資源として保存・継承する活動に積極的
に関わっていきましょう。 

○ 冷暖房の適切な温度管理やエコドライブに心がけ、エネルギーの節約に取り組みま
しょう。ごみを出さない、使えるものは繰り返し使う、出てしまったごみはリサイ
クルしましょう。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

〔取組み事例〕 
【森づくりと環境負荷の軽減に向けた実践活動】 
県内各地で森づくりに向けた取組みが展開されています。NPO 法人「もりふれ倶
楽部」は、森林ボランティアを養成し、間伐等の作業や里山自然塾などの啓発活動
を精力的に実践しています。また、「しまね企業参加の森づくり制度」による県内
企業の森林保全活動も進められています。 
女性を中心に結成された「環境とエネルギーを考える消費者の会」では、消費者
の立場で無理なく実践できる省エネの実践方法を広めるなど、環境保全意識の啓発
活動を展開しています。 
 
【蓮華会舞の保存活動】 
隠岐の島町の隠岐国分寺に伝わる蓮華会舞は、舞楽の流れをくむ芸能で、国の重
要無形民俗文化財に指定されています。奈良・平安時代に日本に伝えられた舞楽の
多くは既に廃れていますが、この蓮華会舞は、いにしえの姿を今に伝える貴重な古
典芸能です。平成 19 年の本堂焼失の際には面・衣装・楽器などすべての用具を失
いましたが、「隠岐国分寺蓮華会舞保存会」を中心とした地元の熱意と努力により、
わずか半年あまりですべての用具を復元し、保存・伝承活動を続けています。 
 
【景観の保全創造活動】 
「築地松景観保全対策推進協議会」では、出雲市、斐川町の 151 地区で住民協定
を締結し、行政ともタイアップして築地松の剪定などの維持管理や町並み保全に取
り組むとともに、職人の後継者育成、子供ついじまつ教室や観光客への PR など、
幅広い景観活動を行っています。 
また、益田市の「鎌手ふるさとおこし推進協議会」は、美しい海岸沿いに水仙を
植える「水仙の花咲く里づくり」活動を平成元年から続けています。100 万本もの
花が咲く全国有数の水仙園は、地域の高齢者や小・中学生など多くの人によって広
がりつつあり、訪れる人々の心を惹きつけています。 
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○ 県民が安心して暮らせる日本一治安の良い地域社会を実現するため、凶悪化、組織
化、国際化する犯罪への対応を強化するとともに、県民の自主防犯活動と連携し地
域に密着した取組みを推進します。 

 
 

○ 県内の犯罪発生件数は、警察における街頭犯罪抑止対策や防犯ボランティア団体等   
による防犯活動など、官民一体となった治安対策に取り組んだ結果、平成 16 年から
４年連続で減少しています。 

○ 殺人事件や強盗事件、振り込め詐欺事件の発生など、犯罪の内容が悪質・巧妙化し
ています。また、子どもや高齢者が被害者となる事件も多発しており、県民に不安
を与える犯罪が後を絶たない状況にあります。 

○ 犯罪の発生を抑止し、犯罪を検挙する活動を一層推進するとともに、「島根県犯罪の
ない安全で安心なまちづくり条例」等に基づき、県民の自主防犯活動と連携した活
動の促進を図るなど、施策の総合的な推進を図る必要があります。また、犯罪被害
者等に対する支援の取組みにも期待が高まっています。 

 
 

○ 殺人や強盗などの重要犯罪や振り込め詐欺等知能犯罪の検挙を徹底するため、捜査
活動の効率化・高度化を図るほか、県民から広く情報提供を求めるとともに、積極
的な犯罪情報の提供を行います。 

○ 暴力団等による組織犯罪や来日外国人犯罪の取締りを強化するとともに、関係機関 
・団体・企業と連携し、平穏な市民生活を脅かす反社会的勢力排除の機運を高めます。 
○ 県民の身近で発生する犯罪に対応するため、交番・駐在所の機能を強化し、積極的 
なパトロールを展開するなど、街頭活動の強化を図るほか、地域安全情報の提供を
進めていきます。 

○ 安全で安心なまちづくりを推進するため、地域住民による自主防犯活動を積極的に
支援するとともに、防犯ボランティア団体の結成及びネットワーク化を促進し、活
動を活性化します。また、子どもを犯罪被害から守るため、通学路を中心とした防
犯パトロールや防犯教室の開催等、学校・防犯ボランティア団体と連携した安全確
保対策を強化します。 

○ 犯罪被害者等の権利が尊重され、十分な支援が受けられるよう関係機関・団体等と 
連携した支援活動を推進します。 
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犯罪率 8.2 件／千人 

 

7.2 件／千人 

○ 人口千人当たりの刑法犯認知件数（暦年）です。平成 19 年の犯罪率（暫定値）の全国最低値の
数値、6.0 件／千人を 10年後の目標とし、現状値から一定の割合で減少すると仮定して目標値を
設定しました。 

政策Ⅱ－１ 安全対策の推進（P -86-） 
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事 業 名 概   要 
◇ 治安基盤強化事業 

〔担当課〕警察本部警務部 
○ 治安対策を推進するためには、恒常的に人
的、物的及び制度的基盤整備を図ることが必
要です。優秀な人材を確保し、教育の充実を
図るとともに、装備資機材の整備や業務の見
直し・効率化を徹底し、治安基盤の強化を推
進します。 

<安全・安心なまちづくりの推進> 
◇ 日本一安全安心まちづくり事業 
◇ 街頭活動強化事業 
◇ 交番機能強化事業 
◇ 子ども安全対策事業 
〔担当課〕警察本部生活安全部 

○ 身近な犯罪の発生を抑止し、日本一治安の良
い地域社会を実現するため、自治体や防犯ボ
ランティア等と連携・協働し、子どもの犯罪
被害を防止する活動を推進するとともに、パ
トロール及び職務質問等の現場活動を強化
することにより、安全で安心なまちづくりを
推進します。 

◇ 犯罪のない安全で安心なまち
づくりの推進 
〔担当課〕環境生活総務課 

○ 犯罪のない安全で安心な地域社会の実現の
ため、「普及啓発」や、防犯活動団体等の育
成や地域における連携強化のための「ひと・
団体・ネットワークづくり」などに取り組み、
地域に根ざした安全安心、まちづくり活動の
推進を図ります。 

◇ サイバー犯罪対策事業 
〔担当課〕警察本部生活安全部 

○ インターネット上に氾濫する違法・有害情報
やサイバー空間を悪用した犯罪から県民を
守るため、取締りを推進するとともに、関連
事業者との連携、情報セキュリティに関する
講習会等の啓発活動を推進します。 

◇ 凶悪犯罪等対策事業 
〔担当課〕警察本部刑事部 

○ 凶悪犯罪の犯人を早期に検挙するため、凶悪
事件発生時には、現場捜査員の集中運用を図
るとともに、現場資料採取等の捜査活動を推
進します。 

◇ 暴力団対策事業 
〔担当課〕警察本部刑事部 

○ 県内の各種事業所等を対象とし、暴力団等反
社会的勢力による犯罪被害を未然に防止す
るための暴排講習会・講演会等を開催しま
す。また、既存暴排組織等の自主的活動の促
進を図るための各種支援活動を推進します。 

◇ 犯罪被害者対策事業 
〔担当課〕警察本部警務部 

○ 関係機関と連携して情報提供、カウンセリン
グ、再被害防止のための安全確保及び診断書
料の公費負担等の支援活動を実施するとと
もに、県民に対して犯罪被害者等に対する理
解促進を図ります。 

◇ 警察安全相談事業 
〔担当課〕警察本部警務部 

○ 警察に寄せられる相談の内容に応じ、的確な
指導助言を行うとともに、違法行為者に対し
て警告・検挙などの措置を講じ、犯罪等によ
る被害を未然に防止し、県民の不安を解消し
ます。 
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○ 自立した消費者の育成、取引の適正化、苦情処理・紛争解決体制の整備等を推進し、
県民の消費生活の安全・安心を確保します。 

 
 

○ 規制緩和や高度情報化の進展、社会経済のグローバル化などにより、新しい商品や
サービスが登場し消費者の利便性は大きく向上しましたが、一方で消費者トラブル
は複雑・多様化し、後を絶ちません。 

○ 島根県消費者センターが受け付けた相談件数は、減少傾向にあるものの、依然とし
て年間８千件を超えています。苦情相談が多く寄せられる内容では、多重債務の整
理方法、ヤミ金融など金融に関するもの、覚えのない有料サイトの料金請求などイ
ンターネットを介したものなどがあります。 

○ 相談者では、高齢者の割合が増加しています。悪質商法など高齢者が巻き込まれる
消費者トラブルを防ぐため、地域全体で見守っていく必要があります。 

○ 消費者が一定期間内に一定の商品･サービス契約について無条件解約できる「クーリ
ング・オフ」制度の正しい知識の普及をさらに進めていく必要があります。 

○ 県民が安全に安心して消費行動ができる環境をつくるため、事業者の法令遵守、取
引の適正化の監視・指導を強化し、県民一人ひとりが必要な知識と判断力を備え、「自
立した主体」として消費行動ができるよう支援していくことが求められています。 

 
 

○ 消費者が自らの利益の擁護及び増進のため自主的かつ合理的に行動できるよう、消
費者の自立を支援します。消費者被害の未然防止、拡大防止のため、情報提供や啓
発に努めます。 

○ 消費者からの苦情･相談に応じ、助言やあっせんによりトラブルの解決と被害の救済
にあたるとともに、身近な相談窓口である市町村の相談機能の充実を支援します。 

○ 事業者が適正に商品やサービスを提供するよう指導･監督を行います。 
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クーリング･オフ制度を知って
いる人の割合 

66.2％ 

 

70％ 

 
○ 「県政世論調査」において、クーリング･オフ制度について、「よく知っている」「ある程度知っ
ている」と回答した人の割合です。 

 
 
 
 
 
 

政策Ⅱ－１ 安全対策の推進（P -86-） 
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事 業 名 概   要 

◇ 消費者自立支援事業 
〔担当課〕環境生活総務課 

消費生活室 

○ 消費者啓発、消費者教育を実施し、自立した
消費者の育成に努めます。また、消費者リー
ダー育成、消費者団体の育成・支援を実施し、
地域での消費者啓発活動のリーダー、組織の
育成に努めます。 

 
◇ 消費者苦情処理事業 

〔担当課〕環境生活総務課 
消費生活室 

○ 商品の購入やサービスの提供に関してトラ
ブルが生じた場合、消費者の相談に応じ、そ
の解決と被害の救済に当たります。また、市
町村の相談体制の充実のため、相談窓口担当
者に対する研修会を実施します。 
企業、団体等が行う研修会を推進するため、
研修会に講師を派遣します。 

 
◇ 事業者に対する指導・監督事務 

〔担当課〕環境生活総務課 
消費生活室 

○ 景品表示法、特定商取引法、消費生活条例等
に基づき、事業者が適正に商品や役務を提供
するよう、監視、指導します。 

 
◇ 身近な経済犯罪対策事業 
〔担当課〕警察本部生活安全部 

○ 金融事犯、資産形成事犯、特定商取引等事犯、
健康に被害を及ぼす薬事・医事関係事犯、食
の安全・安心に係る事犯、偽ブランド事犯等、
消費者生活に深刻な影響を与える身近な経
済犯罪の検挙対策及び被害防止対策を推進
します。 
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○ 飲料水、医薬品等の安全性の確保、旅館業や理美容業などの生活衛生営業や特定建
築物の衛生環境を確保するための監視・指導を強化し、県民の生活環境衛生を守り
ます。 

 
 

○ 病気の治療や、健康維持に直結する医薬品等が適正に製造、販売されることが必要
です。 

○ 水道水質検査や水道施設の更新、衛生管理の徹底などを通して安全な水道水を供給
する必要があります。 

○ 公衆浴場、旅館等で全国的に発生しているレジオネラ症を予防する必要があります。 
○ 理容、美容、クリーニング等生活衛生関係営業や特定建築物の衛生確保が必要です。 
○ 犬やねこの引取数や動物を原因とする環境侵害を減らすとともに、狂犬病の免疫率
低下を防ぐことが必要です。 

 
 

○ 医薬品等の製造、販売業者等の監視・指導を実施します。 
○ 市町村等の水道事業者に働きかけて、安全な水を供給し、県民の生命、健康を守り
ます。 

○ 営業者の自主管理を徹底し、レジオネラ症の発生を防止します。 
○ 営業施設、特定建築物の監視・指導を行います。 
○ 動物愛護管理推進計画を策定して動物愛護を推進するとともに、市町村と連携して
狂犬病予防注射を徹底します。 
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生活衛生に関する健康被害発生
件数 

０件 

 

０件 

 
○ 医薬品の製造・販売、無承認無許可医薬品、毒劇物、水道、温泉等に関わる健康被害の発生をな
くすことを目指します。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

政策Ⅱ－２ 健康づくりと福祉の充実（P -88-） 
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事 業 名 概   要 

◇ 医薬品等の安全確保事業 
〔担当課〕薬事衛生課 

○ 医薬品、医療機器、麻薬及び毒物劇物が安全
かつ適正に供給されるよう監視、指導を行い
ます。 

 
◇ 水道施設、水道水質の維持管理
事務 

〔担当課〕薬事衛生課 

○ 安全な水道水が供給されるよう、市町村水道
施設の更新を促進するとともに、既存施設の
監視指導を行います。 

 
◇ 生活衛生関係営業施設の監視
指導等事務 

〔担当課〕薬事衛生課 
 

○ 生活衛生関係営業施設の許認可、監視、指導
を行い、衛生水準を確保します。 

◇ 動物管理等対策事業 
〔担当課〕薬事衛生課 

○ 動物の愛護と適正な飼養について県民の関
心と理解を深め、飼養動物による環境侵害と
動物由来感染症の発生を防止します。特に狂
犬病予防注射の徹底により狂犬病の蔓延を
防止します。 
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○ 県民一人ひとりが自主的・主体的に生涯を通じた学習に取り組むとともに、その学
習の成果が社会生活に生かされる生涯学習社会を目指します。 

○ 多くの県民が、地域課題の解決に向けた様々な社会貢献活動に、積極的に参加しや
すい環境づくりを目指します。 

 
 

○ 県民の潜在的な学習ニーズにも対応した情報提供や相談、地域での学習・実践活動
の充実を図り、学習の成果を社会生活に生かす取組みが求められています。 

○ 県内の NPO 法人数は年々増加しており、ボランティア活動率も 34％と全国で２番目
に高くなっています。特に、福祉、まちづくり、子どもの健全育成の分野の活動が
活発に行われています。 

○ 地域の課題に自発的に取り組む自治活動団体や、多様な公共サービスの担い手とし
ての NPO 法人・ボランティア団体等の活動は、県民が生き生きと心豊かに暮らすこ
とのできる地域社会の実現に大きな役割を果たすものと期待されています。 

 

 

○ 県民がいつでもどこでも、誰とでも学べ、その成果を生かすことができるように、
社会教育施設における学習支援機能を充実するとともに、学習情報の提供、学習指
導者の研修、図書館サービスの充実、青少年の自然体験に取り組みます。 

○ 地域に根ざした自治活動（自治会、地区社会福祉協議会・体育協会、自主防犯防災
組織など）を振興するとともに、その中核となる公民館の機能強化を支援します。 

○ NPO やボランティアに関する情報の収集・提供や、先駆的な団体の顕彰を行い、活動
の促進・支援を行います。 

○ NPO やボランティアの組織を支え、活動が継続的、円滑に実施できるよう、組織の核
となるリーダーや運営者等に対して、組織・人材育成支援を行うとともに、NPO 相互
の連携・ネットワークづくりや財政基盤の強化に向けた支援を行います。 
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①生涯学習に取り組んでいる人
の割合 

34.2％ 50％ 

②NPO 法人の認証数 183 法人 250 法人 

③ボランティア活動に参加して
いる人の割合 

29.1％ 

 

35％ 

 
① 「県政世論調査」において「講座の受講、講演会への参加、習い事、自主学習などに取り組んで
いる」と回答した人の割合です。半数以上の人が生涯学習に取り組むことを目指します。 

② 社会貢献活動の推進状況をみる指標です。平成 20 年に施行される新公益法人制度の影響も考慮
し、ここ数年の年間平均認証数 32 法人の半数程度を認証することを目指します。 

政策Ⅲ－２ 多彩な県民活動の推進（P -98-） 
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③ 「県政世論調査」において「ボランティア活動に参加している」と回答した人の割合です。平成
18 年度の社会生活基本調査（総務省）によるボランティア活動の行動者率全国一の割合 35％を
目指します。 

 
 

 

事 業 名 概   要 

◇ 生涯学習推進センター事業 

〔担当課〕生涯学習課
 

○ 公民館をはじめとする社会教育施設の職員
や NPO 関係者、各種コーディネーター、PTA
指導者などを対象に、社会教育や「学社連
携・融合」に関する学習支援プログラムなど
即戦力を養いかつ専門的スキルを習得する
ための研修プログラムを開発・実施します。

 

◇ 青少年の家事業 

〔担当課〕生涯学習課
 

○ 小中学生を中心とした青少年に、宍道湖の湖
面活動（サバニ・カッター）など多面的な体
験活動プログラムや交流の機会、宿泊研修等
の場を提供することにより、心身の健全な育
成を図ります。 

 

◇ 少年自然の家事業 

〔担当課〕生涯学習課
 

○ 小学生を中心とした子どもたちに、江津市の
浅利富士の林間の自然を活用した多面的な
体験活動プログラムや交流の機会、宿泊研修
等の場を提供することにより、心身の健全な
育成を図ります。 

 

◇ 県立図書館事業 

〔担当課〕生涯学習課
 

○ 県民の高度化・多様化する学習ニーズに応
え、県・市町村を通じた総合的な図書館サー
ビスを充実するため、市町村立図書館、学校
図書館に対する支援を強化します。また、子
ども読書活動の推進や関係機関のネットワ
ーク化、郷土資料をはじめとする図書資料整
備とレファレンスの強化を図ります。 

 

◇ 活動団体の自立促進と活性化
事業 

〔担当課〕環境生活総務課
NPO 活動推進室

 

○ 地域の課題解決に自主的、自発的に取り組む
団体の活動がより活発化し、より良い地域づ
くりが進められるよう人材育成等の支援や
県民活動拠点の充実を図ります。 
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○ 県民が芸術文化を楽しんだり、自ら活動に参加したりする機会を増やすことにより、
暮らしの中で潤いや心の豊かさが実感できるような環境づくりを目指します。 

 
 

○ 県民一人ひとりが日常の暮らしの中で潤いや心の豊かさを実感できるように、国内
外の優れた芸術文化に親しみ、個性あふれる地域文化を創造していくことが重要で
す。 

○ 国内外の優れた美術、音楽、演劇などに触れる機会の提供をはじめ、教育・普及活
動や芸術文化活動の育成・支援、地域の人々の交流の場の提供などに、県立美術館、
芸術文化センター、県民会館の積極的な活用が求められています。 

○ 島根県文化団体連合会を中心として、県民や地域が主体となった自主的な文化活動
が行われています。 

○ 県民の文化活動の種を掘り起こし、文化の担い手の育成に努め、文化活動の裾野の
拡大を図るとともに、地域固有の文化資源を発掘、活用して新しい文化の創造・育
成につなげていくことが求められています。 

 

 

○ 多彩な文化活動を促進するため、県民文化祭など発表機会の提供や、文化ファンド
の活用などにより県民の自主的な文化活動の支援に取り組みます。 

○ 文化施設を活用して芸術文化の鑑賞機会の充実や、文化を担う人材の育成と県民主
体の新しい文化の創造に取り組みます。 

 

 

 

 

  23  

県民文化祭の参加者数 45,554 人 

 

50,000 人 

 

○ 芸術・文化活動に取り組んでいる状況をみる１つの指標として、文化活動の発表の場である「県
民文化祭」の参加者数を選びました。年間 1,000 人程度の増加を目指します。 

 
 

 

 

政策Ⅲ－２ 多彩な県民活動の推進（P -98-） 
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事 業 名 概   要 

◇ 創造的な文化活動推進事業 

〔担当課〕文化国際課
 

○ 島根県文化団体連合会主催の県民文化祭開
催への支援や、活動団体等の文化ファンドの
活用を推進します。また、文化振興財団と県
が連携し、県民参加ミュージカル公演など県
民の創造的な文化活動を推進する事業の実
施により、県民の文化活動をより一層活発に
するとともに、レベルアップを図ります。 

 

◇ 芸術文化センター事業 

〔担当課〕文化国際課
 

○ 石見地域における芸術文化の拠点施設とし
て、美術館とホールが一体となった特徴を活
かしながら、県民に美術・音楽・演劇などの
質の高い芸術文化の鑑賞機会を提供すると
ともに、地域文化を活かして新しい芸術文化
を育み、人々の交流の場となる事業を展開し
ます。 

 

◇ 県立美術館事業 

〔担当課〕文化国際課
 

○ 県立美術館において企画展・コレクション展
を開催するとともに、芸術をより深く理解す
るための教育・普及活動を行うことにより、
県民に優れた美術を鑑賞する機会や、美術分
野における活動発表の機会を提供します。 

 

◇ 青少年文化活動推進事業 

〔担当課〕生涯学習課
 

○ 多様な芸術文化に触れることにより児童・生
徒の豊かな情操を培うとともに次代の文化
活動の担い手を育成するため、学校だけでな
く地域・文化団体とも連携し、活動成果の発
表機会の提供、社会人指導者の活用による技
術・表現力の向上を図ります。 
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○ 県民一人ひとりが人権の意義や重要性を認識し、人権が尊重され、差別や偏見のな
い住みよい社会の実現を目指します。 

 
 

○人権尊重の意識や理解は、これまでの人権教育や人権啓発を通して高まってきました。
しかし、同和問題をはじめ、様々な人権問題において依然として差別意識は根深く存
在しており、人権を侵害する行為があとを絶たない状況にあります。 

 

○インターネットを悪用した人権侵害など社会情勢の変化に伴う新たな問題も生じて
います。 

 

○家庭・地域・企業その他一般社会における啓発指導者養成などが十分でなく、人権教
育や人権啓発がなかなか進まない状況にあります。 

 

 

○ 女性、子ども、高齢者、障害者、同和問題等の重要な人権問題の解決に向けて、引
き続き人権教育や人権啓発などに取り組みます。 

 

○ インターネットによる人権侵害など、新たな人権問題に適切に対応できるように人
権教育や人権啓発などを充実します。 

 

○ 各地域における啓発指導者の養成や民間での自主的な啓発活動の支援を行い、隣保
館や公民館などを活用しながら家庭・地域・企業その他一般社会における人権教育
や人権啓発の取組みを進めます。 

 

○ 市町村をはじめ関係機関、企業等と連携して人権施策を積極的に推進し、一人ひと
りの人権が真に尊重される社会の実現を目指します。 

 

 

 

  23  

「人権啓発フェスティバル」・
「人権・同和問題を考える県民
のつどい」参加者数 

2,250 人 

 

3,000 人 

 

○ 人権意識の高まりや人権尊重意識の定着をみる１つの指標として、「人権啓発フェスティバル」・

「人権・同和問題を考える県民のつどい」の参加者数の増加を目指します。 

 

政策Ⅲ－３ 人権の尊重と相互理解の推進（P -100-） 
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事 業 名 概   要 

◇ 人権啓発事業 

〔担当課〕人権同和対策課
 

○ 県民の人権・同和問題への関心を高め理解を
深めるため、イベントや広報などの啓発活動
を行います。 

 

◇ 人権研修事業 

〔担当課〕人権同和対策課

○ 県職員及び市町村職員等の人権意識の高揚
を図ることにより、人権に配慮した職務が遂
行されるよう、人権・同和問題研修を実施し
ます。 

○ 企業、団体等が行う研修会を推進するため、
研修会に講師を派遣します。 

 

◇ 人権啓発指導者養成事業 

〔担当課〕人権同和対策課

 

○ 各地域における研修の充実と人権意識の向
上を図るため、市町村担当職員及び各種団体
の指導者を対象に指導者としての資質と指
導力の向上を図る研修会を開催します。 

 

◇ 人権・同和教育推進事業 

〔担当課〕人権同和教育課
 

○ 県及び市町村の同和教育推進組織、学校教
育・社会教育研究組織等の連携と組織的な取
組みを推進し、地域の実態に即した人権・同
和教育の充実に努めます。 

 

◇ 進路保障推進事業 

〔担当課〕人権同和教育課
 

○ 人権・同和教育専任教員や同和教育指導員に
よる市町村及び県立学校の訪問や進路保障
に主として関わる教員を対象とした連絡協
議会を開催します。さらに、同和地区児童生
徒、保護者、教職員の交流活動や教育相談活
動を行います。 

 

◇ 隣保館運営等事業 

〔担当課〕人権同和対策課
 

○ 隣保館の運営、改修等に助成を行うととも
に、隣保館職員の資質の向上を図るため研修
等を実施します。 
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○ 男女共同参画意識の普及啓発等を行うことにより、 男女共同参画についての理解を
深め、県民一人ひとりが、性別に関わりなく、個性と能力を発揮でき、共に支えあ
う地域社会の実現を目指します。 

 
 

○ 個人が様々な可能性を自ら選択でき、能力を最大限発揮できる環境づくりが求めら
れており、これまでの働き方を見直し、仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バラ
ンス）を推進することが重要な課題となっています。 

○ 広報・啓発活動など様々な男女共同参画の取組みを進めてきましたが、政策・方針
決定過程等への女性の参画は、未だに不十分で、性別による固定的な役割分担意識
は家庭、職場、地域などでまだ根強く残っています。 

○ このため、あらゆる機会を通じて県民の固定的性別役割分担意識の解消やこうした
意識に基づく制度や慣行を見直す一層の取組みを進めていく必要があります。また、
住民に身近な市町村が男女共同参画計画を策定し、積極的に取り組むことが求めら
れています。 

○ 女性相談件数は近年増加の傾向にあり、中でも DV（配偶者等からの暴力）を主訴と
する相談が増加しており、被害者からの相談や一時保護などに適切に対応する必要
があります。 

 

 

○ 男女共同参画の理念が正しく理解され、社会のあらゆる分野に根強く残る固定的性
別役割分担意識やそれに基づく制度や慣行が見直されるよう啓発事業を行います。 

○ 家庭、職場、学校、地域その他社会のあらゆる分野で男女共同参画を推進するため、
県民、事業者、市町村と連携・協力して取り組みます。 

○ 女性相談センターや各児童相談所などの県の女性相談窓口に加え、住民により身近
な市町村にも相談窓口を設置するよう働きかける等、相談体制の強化を図ります。 

○ 法律、医療、福祉、民間支援団体等の関係機関との連携により DV 被害者の自立に向
けての支援を行います。 

 

 

 

  23  

固定的性別役割分担意識にとら
われない人の割合 63.6％ 

 

75％ 

 

○ 「県政世論調査」において、「男は外で働き、女は家庭を守るという考え方に同感しない」「どち
らかといえば同感しない」と回答した人の割合です。「男女共同参画計画」による平成 22年度末
の目標値です。 

政策Ⅲ－３ 人権の尊重と相互理解の推進（P -100-） 
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事 業 名 概   要 

◇ 男女共同参画の理解促進事業 

〔担当課〕環境生活総務課 

男女共同参画室
 

○ 男女共同参画の理念が正しく理解され、社会
のあらゆる分野で固定的性別役割分担意識
に基づく制度や慣行が見直されるよう啓発
事業を行います。また、市町村における取組
みを進めるため、すべての市町村で男女共同
参画計画が策定されるよう積極的に支援し
ます。 

 

◇ 関係団体等との連携による男
女共同参画推進事業 

〔担当課〕環境生活総務課 

男女共同参画室

○ 社会のあらゆる分野で男女共同参画を推進
するため、男女共同参画審議会、男女共同参
画社会形成促進会議の開催等、県民、事業者
や市町村と連携・協力して取り組みます。 

 

◇ 女性の参画促進・人材育成事業
〔担当課〕環境生活総務課 

男女共同参画室
 

○ 政策・方針決定過程への女性の参画を進める
ため、審議会等への女性の参画の促進や地域
において男女共同参画を推進するリーダー
の養成を行います。また、しまね女性ファン
ドを活用して女性グループの自主的な活動
を支援します。 

 

◇ 女性相談事業 

〔担当課〕青少年家庭課
 

○ 様々な悩みを持つ女性について、女性相談セ
ンターなどの女性相談窓口で広く電話や面
接による相談に応じ、問題解決のために必要
な情報提供、助言、指導などを行います。 

 

◇ DV 被害者等保護事業 

〔担当課〕青少年家庭課
 

○ 配偶者等からの暴力をうけたり、何らかの事
情で保護が必要な女性に対して、一時保護所
への入所など適切な保護を実施し、問題解決
に向けての支援を行います。 
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○ 国籍などの異なる人々が互いの文化や価値観の違いを理解しあい、共に地域社会の
一員として安心して暮らすことのできる、多文化が共生する地域づくりを目指しま
す。 

○ 国際社会での相互理解を深め、国際的な感覚を養い、コミュニケーション能力を高
めるなど、国際社会の中で活動できる人材の育成を目指します。 

 
 

○ 県内に住む外国人は、平成 18 年 12 月末現在で 55 カ国、約 6,100 人に達し、10 年前
の約 1.8 倍になりました。言語や文化、生活習慣、価値観など、相互理解を深め、
国際的視野に立った共生社会づくりが求められています。 

○ 交通機関等の発達により、容易に出入国できる環境や条件は向上しつつあり、年間
35,000 人の県民が出国するほか、外国人観光客の県内宿泊者数も約 30,000 人に及ん
でいます。 

○ 県内企業においても輸出入の拡大や海外企業との連携が深まりつつあるなど、様々
な分野で国際社会の中で活躍できる人材が求められています。 

○ 国際的な地球環境・エネルギー問題、貧困や格差、自然災害などの問題・課題が顕
在化しており、本県のもつ技術・ノウハウや人材を通して、国際社会の発展に貢献
することが求められています。 

 

 

○ 外国人住民に対する情報提供の充実や、外国人住民と地域住民との相互理解の増進
を図り、多文化が共生する地域社会づくりを進めます。 

○ 海外の青年との交流事業等により、島根の将来を担う若者の国際感覚を養い、世界
に対する理解と親善を深める人材を育成します。 

○ 北東アジア地域自治体などからの技術者の受け入れや技術習得等の支援により、当
該国・地域の発展に貢献します。 

 

 

 
  23  

国際交流ボランティア登録者数 446 人 

 

500 人 

 
○ しまね国際センターに国際交流・協力ボランティアとして登録している人数です。年間 10 人程
度の増加を目指します。 

 
 

政策Ⅲ－３ 人権の尊重と相互理解の推進（P -100-） 
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事 業 名 概   要 

◇ 外国人住民との共生事業 

〔担当課〕文化国際課
 

○ 国籍の多様化と人口の増加が進む外国人住
民を生活者・地域住民として受け入れ、様々
な課題について関係機関とも連携を図るこ
とで、多文化が共生する地域づくりを推進し
ます。 

 

◇ 次世代人材育成事業 

〔担当課〕文化国際課
 

○ 北東アジア地域など、海外の青年との交流事
業を実施することによって、島根県の将来を
担う若者の国際感覚を養い、世界に対する理
解と親善を深めます。 

 

◇ 国際協力事業 

〔担当課〕文化国際課
 

○ 本県が交流を進めている地域の若者や本県
出身の南米移住者子弟等を受け入れ、技術の
伝承や人材の育成を行うほか、JICA 等に協力
し、海外の国・地域の発展に貢献します。 

 

 

 

 

― 227 ―



 
 

 
 

 

   

○ 県民が将来にわたって豊かな自然の恵みを享受できるよう、多様な自然の保全に取
り組みます。 

 
 

○ 県内に生息生育する動植物の中には、開発や過疎化の進行による森林や農地等の荒
廃による生息生育環境の悪化や、人為的に持ち込まれた外来種などの影響により、
絶滅の危機に瀕しているものもあります。 

○ 農林地の荒廃は、大雨等による災害発生の危険性を高めるとともに、下流の河川、
湖沼等の水質汚濁につながることが危惧されています。 

○ 森林、河川、湖沼、海域などの自然環境の保全、農地等の環境保全機能の維持、回
復に努めることが必要です。 

○ 多くの水鳥が飛来し、しじみなどの水産資源の宝庫である宍道湖・中海は、ラムサ
ール条約登録を契機として、「賢明な利用」をキーワードとした自然との共生に向け
た機運が高まりつつあります。 

○ 県民共有財産である自然を維持・保全していくために、県民と行政が一体となった
取組みを広げていくことが必要となっています。 

 

 

○ 自然保護の普及啓発、県民との協働の推進、自然公園や自然環境保全地域などの適
正管理により、優れた自然の保全に努めます。 

○ 動植物の生息生育情報の収集を行い、絶滅のおそれのある動植物については、大学
や研究機関などと協力して、具体的な保護対策を検討するための調査・研究に取り
組みます。 

○ 「水と緑の森づくり税」の活用など、県民、行政が一体となった、緑豊かな森の再
生、水質浄化機能の維持等の取組みを推進します。 

○ 水源のかん養、洪水の防止、美しい景観など、農地等が有する環境保全機能を維持
するため、地域ぐるみの取組みや県民等との協働を促進します。 
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①みんなで守る郷土の自然地域
選定箇所数 

55 箇所 60 箇所 

②県民協働の森づくり活動年間
参加者数 

50,296 人 

 

72,000 人 

 

① 動植物の生息・生育地など、地域の貴重な自然を住民が自主的に守る活動を行っている地域の選
定数です。年間１箇所の指定増加を目指します。 

② 県民参加の森づくり活動として、ボランティアで森林整備・保全・管理・資源活用活動を行なっ
た人数です。県人口の約１割の参加者数を目指します。 

政策Ⅲ－４ 自然環境、文化・歴史の保全と活用（P -102-） 
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事 業 名 概   要 

◇ 自然環境保全地域の保全事業 

〔担当課〕自然環境課
 

○ 県内の優れた自然環境を保全するため、自然
環境保全地域を指定し、これらが将来の世代
に良好な状態で継承されるよう、地元住民等
の協力を得て、適正な保全に努めます。 

 

◇ 自然再生推進事業 

〔担当課〕自然環境課
 

○ ウスイロヒョウモンモドキやオニバスなど、
絶滅のおそれのある動植物を保護していく
とともに、これらの動植物が生息・生育でき
る環境づくりを大学や研究機関、地域住民と
ともに進めていきます。 

 

◇ ラムサール条約湿地の賢明利

用推進事業  

〔担当課〕自然環境課
 

○ ラムサール条約湿地「宍道湖・中海」の「環
境の保全」と「賢明な利用」を地域全体で取
り組んでいけるよう、県民、民間団体、沿岸
自治体、鳥取県や国と連携し、事業の推進に
努めます。 

 

◇ 中山間ふるさと水と土基金事
業   

〔担当課〕農村整備課
 

○ 中山間地域等において、農地等の利活用及び
保全整備等の促進に対する支援を行い、農地
等の有する多面的機能の良好な発揮と地域
住民活動の推進を図ります。 

 

◇ 水と緑の森づくり事業 

〔担当課〕林業課 

森林整備課

○ 水を育み緑豊かな森林づくりへの県民理解
を促進し、森林の様々な恵みを享受してもら
うために、「水と緑の森づくり税」を財源と
して、県と森林所有者等が一定の条件のもと
に協定を締結し、荒廃した森林を再生しま
す。 

 

◇ 県民参加による森林づくり事
業 

〔担当課〕林業課
 

○ 島根県立ふるさとの森を活用して森林に対
する県民理解を醸成するとともに、「水と緑
の森づくり税」や「緑の募金」を活用し、地
域住民や緑の少年団、NPO、企業などが主体
となる県民参加の森林づくりを推進します。
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○ 自然公園・森林公園や自然学習施設を自然の観察や環境学習の場として活用し、県
民の身近な自然とのふれあいを推進します。 

 
 

○ 人は、自然から水、空気、食べ物のほか、心の安らぎや生きる力を得たり、多様な
生き物が共に生きることの大切さを学んだり、様々な恵みを享受しています。 

○ 登山やハイキング、自然体験や自然保護ボランティアなど、自然とのふれあいのニ

ーズは高まりつつあります。 

○ これまでに整備された自然公園、森林公園や、三瓶自然館、宍道湖自然館、しまね
海洋館などの施設は、自然とのふれあいを楽しんだり、生き物との接し方や持続可
能な利用について学ぶ環境学習の場として積極的に活用することが求められていま
す。 

 

 

○ 自然公園、自然環境保全地域、中国自然歩道等は、市町村や地域の管理団体と協力
しながら適正に維持管理を行い、自然観察会や環境学習、エコツアーの場等として
積極的に活用していきます。 

○ 三瓶自然館、宍道湖自然館、しまね海洋館などの施設は、生き物とふれあい、自然
や環境について学ぶための拠点施設として、積極的に活用していきます。 

○ 河川や海岸などの公共工事の実施にあたっては、生物の生息生育環境やふれあいの
場づくりに配慮します。 
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①自然公園等の年間利用者数 865 万人 865 万人 

②自然学習施設の年間入場者数 75.6 万人 

 

76 万人 

 
① 国立・国定公園、県立自然公園及び中国自然歩道の利用者数です。観光動態調査結果等を基に公
園又は歩道ごとに算出します。現状維持を目指します。 

② 三瓶自然館、宍道湖自然館、しまね海洋館の３施設の年間入場者数です。現状維持を目指します。 
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事 業 名 概   要 

◇ 自然公園の整備・管理事業 

〔担当課〕自然環境課
 

○ 国立・国定公園、県立自然公園の自然を保護
しながら、安全で快適に利用してもらうた
め、公園内の行為に対する許可や公園内の施
設の整備・補修等を行って、適正な維持管理
に努めます。 

 

◇ 中国自然歩道の整備・管理事業

〔担当課〕自然環境課
 

○ 県内の中国自然歩道を安全で快適に利用し
てもらうため、自然歩道内の施設の整備や補
修等を行って、適正な維持管理に努めます。

 

◇ 県立しまね海洋館の管理運営 

〔担当課〕地域政策課
 

○ 日本海を中心とした水生生物を間近で見る
ことのできる場を創出し、質の高い自然学習
の機会を広く県民に提供します。 

 

＜河川・海岸環境整備事業＞ 

◇ 河川環境整備事業 

◇ 海岸環境整備事業 

〔担当課〕河川課
 

○ 自然環境との調和を保ちながら、親水性、生
態系に配慮した河川・海岸の整備を行いま
す。 
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○ 県民、事業者、行政が一体となって、地域における環境保全や地球温暖化対策に取
り組むとともに、環境への負荷の少ない循環型社会の実現を目指します。 

 
 

○ 大気・水質環境は、おおむね良好な状態を保っていますが、大気中の光化学オキシ
ダント濃度が季節的に高濃度になる現象が見られたり、都市部の河川などで水質環
境基準を満たしていないところもあります。 

○ 島根県では、2010 年の二酸化炭素の排出量を 1990 年に比べ２％削減することを目標
としていますが、2004 年時点では 14.6％増加している状況です。 

○ 日常生活や事業活動において、身近な環境の保全に取り組むとともに、省エネルギ
ーの推進、新エネルギー導入などによる二酸化炭素排出抑制に取り組むことが求め
られています。 

○ 一般家庭や事業所等からの廃棄物の排出量については、近年、減少傾向が見られま
すが、循環型社会を構築するためには、引き続き、廃棄物の発生抑制、資源の循環
利用、廃棄物の適正処理を進めることが必要です。 

○ 自然循環機能の維持保全を図るため、環境にやさしい農林水産業を推進する必要が
あります。 

 

 

○ 大気環境や公共用水域の水質の定期的な監視等を行うとともに、より迅速な情報の
提供に努めます。 

○ 島根県地球温暖化対策協議会のもとに、県民、事業者、行政が各分野で進めている
対策の連携を強め、より多くの県民、事業者が具体的な二酸化炭素削減の行動に移
されるよう取り組みます。 

○ 太陽光発電、風力発電、水力発電、バイオマス利用などの新エネルギーの利活用の
促進に向けて、調査・研究や普及啓発を行います。 

○ 環境への負荷の少ない循環型社会を実現するため、県民、事業者、行政のそれぞれ
が適切な役割を担い、廃棄物等の３Ｒ（発生抑制、再使用、再生利用）及び適正処
理の取組みを進めます。 

○ 資源の循環利用や合理的な施肥技術・減農薬など環境への負荷軽減に向けた農林水
産業の取組みを推進します。 
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①地球温暖化対策協議会の会員
数 5,642 人 11,100 人 

②公共用水域における BOD
（COD)環境基準達成率 79.4％ 85％ 

③一般廃棄物の年間排出量  261 千トン  245 千トン 

④エコファーマー認定数 1,653 人 

 

2,200 人 

政策Ⅲ－４ 自然環境、文化・歴史の保全と活用（P -102-） 
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① 地球温暖化防止対策を推進するために民間団体、一般県民、行政機関等で構成する島根県地球

温暖化対策協議会の会員数です。当該協議会における平成 22 年度末の目標値です。 

② 公共用水域における BOD(COD)に係る環境基準達成率は、環境基準が達成されている水域数の

割合です。34 水域中 27 水域が達成されており、今後 2水域の達成を目指します。 
 
※BOD（COD）：生物化学的酸素要求量。好気性バクテリアが、水中の有機物を酸化分解するの

に必要な酸素量で、水質汚濁の指標の１つ。化学的酸素要求量（COD）が海域や
湖沼で用いられるのに対し、BOD は河川の汚濁指標として用いられます。 

 

③ 県民の取組みと直接関係する家庭や事業所から排出される一般廃棄物の排出量です。「しまね

循環型社会推進計画」の平成 22 年度末の目標値です。 

④ エコファーマーとは、堆肥等による土づくりと減農薬・減化学肥料を一体的に行なう知事の認

定を受けた農業者です。販売農家の約 1割を目指します。 

 
 

 

事 業 名 概   要 

◇ 省エネ･３Ｒの県民行動促進事

業 

〔担当課〕環境政策課 
 

○ 県民や事業者の省エネ、省資源の環境に配慮
した行動に対し、エコポイントの付与等の経
済的なインセンティブを与える県民運動を
展開します。 

 
◇ 事業者における地球温暖化対

策事業 

〔担当課〕環境政策課 
 

○ 二酸化炭素排出量の過半を占める事業者に
対し、環境保全と経済活動が両立した地球に
やさしいエコ経営の普及を図ります。 

 

◇ 産業廃棄物適正処理対策事業 

〔担当課〕廃棄物対策課 
 

○ 産業廃棄物処理に対する住民の不安を払拭
し、安全で信頼のできる産業廃棄物処理体制
の確保を図るため、排出事業者・処理業者等
に対する指導や産業廃棄物処理施設に対す
る監視・指導を行うとともに、不法投棄の発
生・再発の防止及び原因者の究明・指導等を
行います。 

 
◇ 廃棄物の減量化・循環利用対策

事業 

〔担当課〕廃棄物対策課 
 

○ 県民、事業者、及び行政が一体となって廃棄
物の発生抑制(Reduce:リデュース)、再使用
（Reuse:リユース）、再生利用（Recycle:リ
サイクル）の３Ｒの取組みを促進します。 

 
◇ キラリと光る環境を守る農業
宣言推進事業 

〔担当課〕農畜産振興課 
 

○ 農業者・消費者双方が「環境を守る農業宣言」
を行うことにより、環境にやさしい農業の推
進と県土保全について共通認識に立ち、県民
挙げて『環境農業』の推進を図ります。 
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事 業 名 概   要 

◇ 人と環境にやさしい農業推進
事業 

〔担当課〕農畜産振興課 

○ エコロジー農産物に対する県独自の推奨制
度の浸透を図るなど、化学肥料・農薬の大幅
な低減に向けた環境にやさしい農業の取組
みを推進します。 

 
◇ しまね新エネルギーの導入促
進 
〔担当課〕土地資源対策課 

 

○ 県が平成 19 年度に改定した新エネルギー導
入促進計画に基づき、太陽光発電の公共施設
や住宅等への導入や風力発電、地域資源の有
効活用を意図した木質バイオマスエネルギ
ー等の導入を促進します。 

 
＜宍道湖・中海の水質保全＞ 

◇ 宍道湖・中海水質保全事業 

◇ 宍道湖流域下水道運転管理事業
〔担当課〕環境政策課 

下水道推進課
 

○ 宍道湖・中海に係る湖沼水質保全計画を推進
し、両湖の水環境及び周辺住民の生活環境の
保全を図ります。 

○ 宍道湖流域下水道東部浄化センターで窒
素・リンを取り除き、宍道湖・中海の水質を
保全します。 

 

◇ 下水道等の汚泥活用事業 

〔担当課〕下水道推進課
 

○ 県内で発生する下水道等の汚泥を有効な資
源として活用します。 

 

 

◇ 建設副産物対策事業 

〔担当課〕技術管理課
 

○ 公共工事の発注者等に建設副産物である建
設廃棄物及び建設発生土の発生抑制、適正処
理、再利用等に係る情報、責務、役割を周知
し、発注者の受注者への適切な指導等によ
り、再資源化、再利用、再生利用を推進しま
す。 

 

◇ 環境犯罪対策事業 

〔担当課〕警察本部生活安全部
 

○ 環境犯罪の検挙対策及び抑止対策を推進す
るため、関係機関と連携し、合同パトロール
や早期発見のための情報収集活動を展開す
る。 

 

◇ 県営電気事業 
〔担当課〕企業局施設課 

 

○ 既存の 12 水力発電所と１風力発電所の効率
的な運転に努めるとともに、新たな発電所を
建設します。 
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○ 対話を重視し、双方向の情報共有を進めながら、県民の声がよく県政に反映できる
体制を整えるとともに、県民・企業・NPO などとの幅広い協働を進めることにより、
県民が主体的に地域づくりに参画する総力結集型の行政を推進します。 

 
 

○ 県民の意向を県政に反映していく上では、様々な手段、機会を通じ、情報を迅速か
つ分かりやすく提供する広報と、県民との直接対話や間接広聴事業による広聴の充
実が重要です。 

○ 社会環境の変化などにより、これまでの公共的なサービスの仕組みを継続すること
が困難となるケースが生じています。また、このような状況を克服しようとする地
域住民や民間事業者等の取組みにとって障害となっている規制の見直しなどが必要
となっています。 

○ 県民・企業・NPO などと行政がお互いの利点・特性を活かして共通の目的のもとに協
働する取組みが進んでいます。特に、NPO は今後の公共サービスの新たな担い手とし
て期待が高まっており、保健福祉や環境保全、まちづくりなど様々な分野で活動を
展開しています。 

 

 

○ 知事広聴会、県民ホットラインなど広聴事業を通して把握した県民の意見を県施策
に活かすとともに、効果的、効率的な広報を展開します。 

○ 県民等の自由な発想や提案を広く汲み上げ、地域社会で求められる役割に応じた県
民自らの力による地域課題の解決や、地域活性化を実現する新たな事業の展開を図
ります。 

○ 協働推進員を配置し県庁内の推進体制を整備するとともに、協働に関する理解を深
めるための研修や、協働事業の実践を通し職員の意識改革を行います。 
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①県の広報に対する満足度 57.0% 60% 

②県と協働した年間団体数 385 団体 

 

800 団体 

 
① 県内に居住する満 20 歳以上の県民の意見を聴く「県政世論調査」において広報全般について「満
足している」と回答した人の割合です。より効果的な広報に努め県の広報に対する満足度を高め
ます。 

② 共催、委託、補助、事業協力、施策提言などの形態により県と協働した NPO 法人、任意団体、企
業などの数です。毎年 80 団体程度の増加を見込み、４年後に協働団体数の倍増を目指します。 

 
 

― 240 ―



実
施
計
画

計
画
の
推
進
に
向
け
た
県
の
基
本
姿
勢

 

 

   

 

   

○ 住民に最も身近な基礎自治体である市町村が、地域における充実した行政サービス
を提供できるよう支援するとともに、分権時代にふさわしい県と市町村の役割分担
のもとでの、連携・協力を進めます。 

 
 

○ 地方分権の進展や平成の大合併により本県の市町村数が 59 から 21 に再編され行政
体制が総体的に充実したことに伴い、市町村は、地域住民に最も身近な基礎自治体
として、より自立性の高い行政主体となる必要があり、多様化した住民ニーズに対
応したきめ細かな行政サービスを実践する役割が求められています。 

○ 現在市町村財政は極めて厳しい状況に置かれていることから、平成 19 年に成立した
「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」に基づく健全化判断基準を踏まえ、
市町村の健全な財政運営に向け、迅速・適切に対応していく必要があります。 

○ 県内の市町村のほとんどが、過疎地域自立促進特別措置法をはじめとした特定地域
振興に関する各法律の適用を受ける地域であり、引き続きその振興に向けた取組み
を行っていく必要があります。 

○ 地方分権が進展する中で、県と市町村はそれぞれの役割を明確にするとともに、相
互に連携・協力し合い、新たなパートナーシップを築いていく必要があります。 

 

 

○ 県と市町村との関係については、十分な意見交換の下、各市町村の意向を尊重しな
がら、対等のパートナーシップの基に、助言等の支援を行っていきます。 

○ 地方分権の進展や市町村合併により行政体制が総体的に充実したことを踏まえ、市
町村の規模・体制の差も考慮しつつ、基礎的自治体である市町村がさらに行政基盤
を充実・強化し、地域住民の意向を反映した主体的なまちづくりができるよう市町
村への権限移譲を積極的に進めます。 

○ 税源移譲に伴う財政力格差の是正のためには、地方交付税による財源保障・財源調
整が不可欠であることから、島根県の考えを国に強く主張していきます。 

○ 財政健全化法に基づく財政指標や、公会計制度の導入などを通じ、市町村行財政の
健全化に向け助言・支援を行っていきます。 

 

 

 

  23  

市町村への権限移譲項目延べ数 137 項目 

 

374 項目 

 

○ 住民サービスの充実に向け、権限を県から市町村へ移した事務の項目数を指標としました。市町
村への権限移譲計画（平成 19 年３月改訂版）のメニュー事務のうち、重点推奨項目をすべての
対象市町村へ移譲することを目指します。 
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○ 中長期的に持続可能な財政運営の実現に向けて、県民の暮らしや企業活動などへの
影響に十分配慮しながら、財政健全化基本方針に基づく改革を推進します。 

○ 行政内部の歳出削減努力の徹底に加え、あらゆる事業の見直しを進めることによっ
て、将来にわたり安定的な財政運営が行えるようにします。 

 
 

○ 県では、これまでも、「財政健全化指針（平成 14 年 12 月策定）」や「中期財政改革
基本方針（平成 16 年 10 月策定）」に基づき、全国的に見てもトップレベルの厳しい
改革を行ってきました。 

○ しかしながら、現在国が進めている国・地方を通じた歳出改革の取組みに伴い、今
後も更なる地方交付税の削減が見込まれるなど、一段と厳しい財政運営を余儀なく
されています。本県財政の構造的収支不足は今後も 200 億円台後半が見込まれ、こ
のままでは、平成 22 年度にも基金が枯渇し、財政再建団体への転落が危惧される非
常事態です。 

○ 一方で、本格的な地方分権時代を迎え、自らの創意工夫と責任で活力に満ちた島根
を築いていくためには、県が自主的に財政健全化を進め、この難局を乗り切ってい
く必要があります。 

○ このため、「財政健全化基本方針（平成 19 年 10 月策定）」に基づき、総人件費の抑
制や外郭団体の見直しなど、行政の効率化・スリム化に徹底して取り組むとともに、
県の行財政全般にわたる徹底した改革を行い、必要な財源の確保に努めます。 

 

 

○ 一定程度の規模の基金を確保しつつ、段階的に収支不足の圧縮を進め、収支均衡の
状態にすることを改革の目標とし、中長期的に持続可能な財政運営を実現します。 

○ 具体には、概ね 10 年後において、130 億円程度の基金を確保した上で、給与の特例
減額などの特例措置なしに収支均衡の状態にすることを改革の目標とします。 

○ 平成 20 年度から平成 23 年度までの４年間を集中改革期間とし、抜本的な改革を集
中して実施します。 
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毎年度発生する収支不足額 260 億円程度 

 

50 億円程度 

 
○ 行政の効率化・スリム化で 90 億円程度、事務事業の見直しで 50 億円程度、財源の確保で 70 億
円程度収支改善を達成することを目標とします。 
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○ 時代の変化に迅速に対応できる活動的な組織、民間の知恵や経験が取り入れられる
柔軟な組織の構築に向け、不断の見直しを行うとともに、職員の一層の資質の向上
を図ることにより、効率的な行政運営を図ります。 

 
 

○ 地方分権が一層進展する中で、社会経済情勢の急激な変化や多様化・高度化する県
民ニーズに適宜的確に対応することができる組織体制に、常に見直していく必要が
あります。 

○ これまでも、簡素で効率的な執行体制の整備を図る観点から、組織のフラット化・
グループ化や、地方機関の統廃合等の見直しを進めてきました。また、平成 15 年４
月から平成 24 年４月までの 10 年間で、一般行政部門の職員を中心に 1,000 人を削
減する計画に取り組み、平成 19 年度までにほぼ 500 人を削減してきました。 

○ 厳しい財政状況が続く中で、更なる行政の効率化・スリム化に取り組む必要があり、
「財政健全化基本方針（平成 19 年 10 月策定）」においては、1,000 人の定員削減に
加え、今後 10 年間で更に 500 人程度の追加削減を行うこととしています。 

○ 社会経済情勢が厳しい中、県行政に対する県民の関心は一層高まっており、この県
民の期待に応えていくためには、職員一人ひとりが、持てる能力を最大限に開発・
向上させながら、県の組織目標を達成すべく総力を結集していくことが必要です。 

○ あわせて、高い使命感や倫理観を持ち、幅広い知識・経験に裏打ちされた能力とス
ペシャリストとしての能力を兼ね備えた公務員像の実現を目指す必要があることな
どから、職員の意識改革と資質向上が急務となっています。 

 

 

○ 県の組織については、時代の変化に対応した簡素で効率的な体制に見直します。 
○ 職員数については、「財政健全化基本方針（平成 19 年 10 月策定）」に掲げたとおり、
1,000 人の定員削減計画を着実に進めるとともに、事務事業の見直しによる業務量削
減や組織の見直しなどにより 500 人程度の追加削減に取り組みます。 

○ 職員の育成については、一人ひとりの能力開発を進め「県を取り巻く情勢や県民の
声に敏感で」「よく考え、よく議論し、創造し」「何事にもチャレンジ精神を持って
取り組む」姿勢を育てます。 
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職員削減数 511 人 

 

1,000 人 

 
○ 教員・警察官等を除く職員の定数を削減する目標です。 
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○ 島根総合発展計画に掲げる将来像と基本目標の達成に向けて、県民満足度の視点か
ら、事業の成果の検証と評価を実施し、以後の県政運営の改善と行政資源の最適配
分に結びつけるマネジメントの取組みを徹底し、その状況を広く公表します。 

 
 

○ 徹底した行財政改革の実施や地方分権の進展に伴い、限られた行政資源を有効に活
用し、自らの判断と責任で地域の実情に即応した政策形成や戦略的な施策展開が要
請されており、より成果を重視した政策主導型の県政運営を行っていく必要があり
ます。 

○ 県では、平成 15 年度から、①県民の視点に立った成果重視の行政を実現すること、
②効率的で質の高い行政運営を実現すること、③県民に対する行政の説明責任を果
たすことをねらいとして、「行政評価システム」を導入し、事業の実施結果を計画に
基づいて評価し、改善に結びつける取組みを進めてきました。 

○ 厳しい財政状況の中にあっても、県政運営の改善に役立つ新しい行政評価の仕組み
づくりと、評価作業の効率化・スリム化を図っていく必要があります。 

 

 

○ 島根総合発展計画の目標達成に向けて、行政評価システムを効果的に運用し、また
計画の進捗状況を県民に分かりやすく公表します。 
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行政評価の結果を事業の改善に
反映した事務事業の割合 

73.5％ 

 

100％ 

 

○ 島根総合発展計画に掲げる将来像と基本目標の実現のためには、PDCA サイクル（事業の実施結果
を計画に基づき評価し、以後の改善に結びつける手法）による行政評価を実施することが基本と
なることから、この指標を設定しました。すべての事務事業で実施することを目指します。 
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